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１ 本調査の概要

1-1 調査の目的

今回調査する二宮団地は、平塚などの神奈川県西部工場地帯のベットタウンとし

て神奈川県住宅供給公社が昭和 37 年度から造成を開始し、昭和 40 年から分譲、賃

貸を開始した開発面積 72ha のニュータウンである。二宮団地も完成から 50 年を

経過し、社会構造の変化や少子高齢社会の進展により地域の人口減少が進み、公社

賃貸の空き家率が 40％を超える状況となった。

このような背景から、平成 28 年度から二宮団地再編プロジェクト（以下「再編

プロジェクト」）に着手した。再編プロジェクトでは、二宮団地の現在の存在意義を

考え、基本コンセプトを「暮らしを楽しみながら働く、ほしい暮らしをみんなで創

る」とし、既存のライフスタイルに縛られない、新たな暮らし方をしたい人にも住

んでもらえる団地を目指すこととした。

再編プロジェクトでは賃貸住宅のリノベーションの他に、地域と連携した音楽祭

や団地見学ツアー、コミュナルダイニングの開放や共同菜園でのイベント、月１度

のお食事会議などの取り組みを行なった結果、平成 28 年 12 月から３年の間に新規

入居が約 190 人（うち 135 人は二宮町以外からの入居）あり、一部住棟の廃止と相

まって空き家率も 19％まで縮小し、中でも 20 代・30 代の入居者（子育て予備軍）

が２割を占めるなど一定の成果を上げている。

しかし今後は、二宮団地の持続的発展のため、今まで以上に地域の発展や活性化

につながるクリエイティブな人材を確保、流入させることが必要で、そのような人

材を多く含むミレニアル世代を積極的に誘致する必要がある。なおミレニアル世代

とは、1980 年代から 2000 年代初頭に生まれ、2000 年以降に成人し社会人となる世

代で、デジタルネイティブ、モノ消費よりコト消費、人や仲間とのつながりを重要

視する、ワークライフバランスを重視する、健康志向などの傾向があり、再編プロ

ジェクトでターゲットとした新しい暮らし方をしたい人が該当する。
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今回の調査は、ミレニアル世代が強く関心を寄せる「コミュニティ」と「ウェル

ネス」に注目し、これら二つの機能を両立させるような「温泉・湯治施設を核とし

た交流拠点」を検討する。温泉資源の活用に注目するのは、二宮町には湘南で唯一

の温泉・湯治場の歴史があり、二宮団地にも温泉資源が眠っているからである。ま

た交流拠点と連携する形で、団地内の廃止住棟・跡地の利活用、団地に住んで行う

農業の支援、周辺戸建て住宅空き家を活用した宿泊事業などを総合的にとらえ、そ

の実現可能性を検討する。

なお、これまでの団地再生においてこのような総合的な事業検討、取り組みの事

例はなく、この調査結果は汎用性の高い団地再生事業パッケージをとりまとめるこ

とにもなると考えている。こうしたパッケージの作成は団地の管理者のみでは実施

不可能である。住民のみならず民間事業者との協働が必要であり、事業の推進、エ

リアマネジメントを行う組織のあり方についても検討する。

1-2 事業発案に至った経緯・課題

① 二宮団地が抱えている課題

二宮団地の人口は平成７年の 5,366 人から平成 28 年には 3,832 人と約

1,500 人減少し、また同じく 65 歳以上の高齢者の割合が 14.8%から 41.7%

に増加している。また公社賃貸住宅においては空き家率が平成 27 年 12

月ですでに 40%を超えていた。

平成28年度から実施している再編プロジェクトにより賃貸住宅の新規入居者

数の増加、二宮町以外からの入居による社会増など４年目でかなりの成果が上

がってきている。しかし、商店街の空き店舗化の一層の進行、戸建住宅の空き家

の増加、再編に伴う廃止住棟・跡地の発生と活用など団地全体の活性化の課題

は山積している。

こうした現状から二宮団地においては、従来の団地再生という枠組みを超え

て新たな入居者の獲得、コミュニティの形成、移住者の雇用の創出など、二宮

団地を核とした地域創生のモデルを目指してさらなる事業展開が必要である。
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② 上位計画との関連性

「神奈川県住生活基本計画」においては、公社に対して公社住宅によるセーフ

ティネットの確保だけでなく、コミュニティの活性化や団地再生に向けた取り組

みなど新たな公共的役割が位置付けられている。

また「二宮町の総合戦略」においては、高度成長時代の住宅地開発により人口

が増加したものの、現在は人口減少が進んでいるため、団地再生等により「暮ら

しやすい町」、「住んで良かった町」を実現できるまちづくりを進めることとし

ている。

③ これまで実施してきた事業

目的で述べたように公社賃貸住宅のリノベーション等の入居促進事業により、

平成28年度から平成31年度までの間に191人の新規入居者の実績が上がってい

る。空き家率も 40%を超える状態から 19％まで下がってきた。

中でも特筆すべきは新規入居者に今まで確保が難しかったミレニアル世代の

ような 20 代、30 代の入居者（子育て予備軍）が入居者のうち２割強を占めるよ

うになったことである。これは再編にあたって里山風の地域木材を活用したリノ

ベーションや、DIY によるセルフリノベーションが可能な制度を作ったこと、団

地での農業暮らしを推進し、二地域居住の制度を整備するなど多様なライフスタ

イルが実現できる暮らしを提案したことなどが効果をあげたものと思われる。ま

た入居してくれた人たちと月に１回お食事会議を開催するなどミレニアル世代

の集まるコミュニティ作りにも力を入れてきた。そうした情報や活動を WEB や

SNS などのコミュニケーションツールで強力に発信してきたことも成果につなが

ったと考えている。

３年間の実績を踏まえ、公社団地と戸建住宅が混在するこの地域で、まずは公

社団地にミレニアル世代を誘致し子育てのタイミングで周辺地域の空き家に住

み替えてもらう住居循環を作り出すことが地域再生の機軸になると考えている。
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このため、戸建て住宅の空き家対策についても、平成 30 年度から住民、公社、

二宮町でつくる「一色小学校区地域再生協議会」の場で「住まいの利活用講座」を

開催するなど住民の啓発事業を実施している。

表 1 新規入居者の年齢別構成（公社作成資料）

④ 当該事業の発案経緯と必要性

再編プロジェクトに着手して３年が経過し、新規入居者の確保や特にミレニ

アル世代の確保につながる成果を上げてきたが、これまでの取り組みの延長だ

けでなく、団地や地域のより一層の活性化を図るためには、クリエイティブな

ミレニアル世代にターゲットを据えて彼らがさらに集まってくるような象徴的

な場所を団地に整備する必要がある。

また、人口減少というマクロトレンドが続く中で、団地商店街の空き店舗化の

一層の進行、戸建住宅にも空き家が増え始めてきたことから、コミュニティ全体

の活性化に住民や企業などと連携して取り組む必要性がより一層生じてきた。

以上の経緯や状況を踏まえ、本調査では、団地の将来ビジョンを策定し、老朽

化した商店街をコミュニティの核となる交流拠点として再開発することを目指

す。また、これと連携する形で、団地の廃止住棟・跡地の有効活用、戸建住宅の

空き家の有効活用、居住者の農業暮らしの促進、戸建住宅のリノベーションの促
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進など、団地全体の再生事業を総合的に捉え、エリアマネジメントを行っていく

ことが必要である。

1-3 検討体制の整備

① 公社内の検討体制

検討組織６名（理事長以下、県西地域創生事務所を軸に検討）

理事長（１）理事（１）

上記役員２名に加えて以下の二宮団地を所管する公社職員

担当部長（１）所長（１）課長（１）課員（１）

② 民間の関係者との協力体制

再編プロジェクトに当初から取り組んできた公社団地共生プロデューサー２

人と公社の協力体制のもと行った。団地共生プロデューサーとは、団地再生や

地域再生の経験がある者に公社が委嘱している肩書きである。１名は公社の元

専務理事で再編プロジェクトに当初から関わってきた。もう１名は、大磯町、二

宮町から委嘱され、あるいは独自に地域再生に取り組む地域プロデューサーで

ある。

公社と団地共生プロデューサー２人との共同体制で 20 回の打ち合わせ等を実

施することで検討を重ねた。
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２ 本調査の内容

2-1 調査の流れ

次のフローに基づき調査を行った。

調査体制の構築（委託者決定、検討チーム結成等）

類似事例等の調査

①「温泉・湯治場を核とした複合施設」の参考事例

②「団地で農業暮らし」支援事業の参考事例

③「リノベーション・センター」の参考事例

④「団地再生ガイドライン」等の参考事例

⑤「エリアマネジメントのあり方」に関する参考事例

二宮団地創生モデルプランの検討（事業スキーム・システム等）

①二宮団地創生モデルプラン

②温泉・湯治施設を核とした交流拠点整備事業

③廃止住棟・跡地の利活用

④公民連携によるリノベーション・センターの検討

⑤団地で農業暮らし支援事業

                       

類似事例・事業者へのヒアリングとサウンディング

団地創生ガイドライン及びエリアマネジメント組織の検討

検討報告書（完了報告）の作成



12

３ 前提条件の整理  

3-1 対象施設及び対象地の概況

① 二宮団地及び周辺の状況

二宮町は、神奈川県の西部、湘南地域の西端に位置し、人口約 28,000 人、面

積約９平方キロメートル、南を相模湾、東西を丘陵部に囲まれた小さな町であ

る。二宮町は明治期からみかんなど果樹栽培が盛んであったが、高度成長期に

入り、二宮町商工会等や議会から公社にニュータウン開発の要請があった。

これを受けて公社は昭和 36 年から用地買収を開始し、翌 37 年から二宮団地

と橘団地合わせて約 80ha の土地区画整理事業による造成を開始し、40 年頃か

ら分譲住宅の販売、公社賃貸住宅の管理を開始した。

当初はみかんの実るニュータウンの名称で二宮町のベッドタウン開発の先駆

けとなった。開発の目的は平塚市の工業団地等に勤務する従業員などへの住宅

供給であった。二宮駅と秦野駅を結ぶ神奈川中央交通のバス路線上に位置し、

団地内には高速道路小田原厚木線の二宮インターチェンジがあり、二宮駅への

アクセスや高速道路による東京方面へのアクセスもそれほど不便ではない。

図１ 二宮町と二宮団地の位置（公社作成資料）
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表２ 二宮団地開発の経緯（公社作成資料）

項  目 二宮団地 橘団地

団地造成の経緯 用地取得開始 昭和 36 年 6 月 昭和 39 年 12 月

造成開始 昭和 37 年 12 月 昭和 44 年 3 月

賃貸住宅管理開始 昭和 40 年より 昭和 47 年より

開発面積 71.9ha 14.6ha

建設戸数 賃貸住宅 856 戸 150 戸

県営住宅 228 戸

戸建住宅ほか 1,230 戸 不明

合  計 2,314 戸 150 戸（賃貸のみ）

写真１ 航空写真（公社撮影）
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② 商店街の状況

今回のメインの再開発の対象となる団地内商店街（百合ヶ丘商店街）の状況は

次の通りである。

百合が丘商店街

（敷地面積約 4,500 ㎡、延床面積約 2,100 ㎡、PC 造２階建）

用途地域：第二種中高層住居専用地域（200/60）

     第一種高度地区（13m）

二宮団地の東側、県道秦野二宮線に近接

商店街に神奈川中央バスの団地中央駅（JR 二宮駅までバス 10 分）

図２ 団地商店街(百合ヶ丘商店街)の位置（公社作成資料）      
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写真２ 団地商店街の全景（公社撮影）

③ 廃止住棟の状況

賃貸を終了した廃止住棟は次の通りである。都市計画としては、用途地域は

概ね第一種中高層住居専用地域、一部第一種低層住居専用地域となっている。

第一種高度地区が用途地域に合わせて指定されており、既存不適格状態のもの

もある。

現戸数     28 棟 856 戸

賃貸終了戸数 10 棟 276 戸

集約後戸数  18 棟 580 戸

・再編事業期間は、平成 28 年度～令和２年度までの５年間

・賃貸終了棟の建物賃貸終了時期は次のとおり。

平成 30 年３月 ４号棟

   令和３年３月 ８号棟、10 号棟、14 号棟、17 号棟、18 号棟、20 号棟、

23 号棟、27 号棟、28 号棟
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図３ 廃止住棟（賃貸終了棟）（公社作成資料）

④ 戸建住宅の状況

戸建住宅の戸数は分譲時においては 1,200 戸程度と想定される。敷地の規模は

一区画 250 ㎡から 400 ㎡と 100 坪前後の広い宅地が多い。その後の敷地分割など

もあり、戸数は増加傾向にある。戸建住宅地区の用途地域は基本的に第一種低層

住居専用地域である。
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⑤ 空き家、市場動向等

二宮町の戸建住宅に関する空き家実態調査（平成 28 年）によれば、二宮団地

内の戸建住宅の空き家は 48 戸と全体の約４%であるが、現状では空き家の数は増

加傾向にあるものと思われる。

二宮町の土地の市場動向については、二宮団地のある百合ヶ丘地区では坪 20

万円程度である。

表３ 二宮町地区別平均坪単価 （令和元年７月 地元不動産業者提供）

地区 坪単価

二宮駅徒歩 15 分圏内（平坦） 40 万円

中里地区 30 万円

富士見ヶ丘地区 25 万円

緑ヶ丘地区 25 万円

百合ヶ丘地区（二宮団地） 20 万円
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3-2 地域住民の取り組みと今後の課題

① 一色小学校区地域再生協議会の結成と取り組み

二宮団地を含む一色小学校区を対象として平成 28 年度に二宮町、地区住民、

公社をメンバーとする「一色小学校区地域再生協議会」（以下「協議会」とする）

が結成された。

協議会では事業別の部会を設置し、「古民家ふるさとの家」の管理運営、合唱団

の結成と音楽祭の開催、地域の散策路の整備、ヤマユリの自然群生のある「友情

の山」の維持、イベントの開催、その他様々な住民向け講座の開催などに取り組

んでいる。

特に二宮町はもともと合唱団の活動などが活発な地域であり、公社主催の「二

宮こども音楽祭」の開催などをきっかけとしてさらにその活動が盛り上がる傾向

にある。

② 戸建住宅空き家問題への取り組みと今後の課題

平成 30 年度からは戸建住宅空き家の問題に取り組み始め、住民の啓発を図る

取り組みとして「住まいの利活用講座」を開始するとともに、令和元年度からは

協議会の中に「空き家対策部会」を設置し、循環居住の実現を目標に、空き家を

出さない取り組みを進めている。しかし、住民の組織だけでは空き家の有効利

用などには限界があるため、町、公社、地元金融機関等との連携を図っていると

ころである。
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４ 二宮団地創生モデルプランの検討

4-1 二宮団地創生モデルプラン

二宮団地の立地する二宮町はすでに人口が減少している地域であるが、子育て

に適した自然環境を多く残している地域でもある。二宮団地のこれまでの取り組

みを通していわゆる「ミレニアル世代」にも選ばれつつある。今後団地創生を考

える上で彼らのニーズに対してどのように団地が寄り添えるかを考えながら団

地創生のモデルプランを検討する。

ミレニアル世代とは、1980 年代から 2000 年代初頭に生まれ、2000 年以降に

成人し社会人となる世代である。平成 29 年度国土交通白書では、「高齢者」（60

代以上）「現役世代」（30 代から 50 代）「若者」（18 歳から 30 歳未満）の３つの

世代に分けてそれぞれのライフスタイルを分析している。「若者」については、

インターネットを含め「居場所」が多いほど生活の充実度が高く、スポーツ・

映画・コンサートなどの「コト消費」に関心が強く、人とのつながりを重視し

ていると分析している。その他 Insta Lab などのマーケティング関連サイトを

参考にミレニアル世代の特徴・志向を次の５つに整理した。

□デジタルネイティブ

生まれて物心がつく頃にはインターネットをはじめとした IT 技術やパソコ

ン、携帯電話（スマートフォン）といった IT 製品が普及していた環境に育った

世代である。前世代と比較して全般的に情報リテラシーに優れている傾向にあ

り、IT 製品を利用した作業やインターネットでの情報検索をはじめ、近年では

SNS を利用した情報発信・情報共有を活発に行うなど、先進技術に高い親和性

を持った世代といえる。そうしたネットワークを通じて社会問題に強い関心を

持ち、自身の信条のためにボランティアやクラウドファンディングに参加する

人が多いという特徴がある。地域活性化やまちづくりにも高い関心がある。
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□モノ消費よりコト消費

インターネットや SNS を通じ、他者の考え方に触れる機会が多いことから多様

性を当たり前と受け入れている世代でもある。また消費に関する価値観も前世代

と大きく異なり、前世代がマイホームやマイカー、洋服やアクセサリーといった

ファッション、ブランド品等の「モノ」に対して活発に消費が行われていたのに

対して、ミレニアル世代はスポーツやカルチャー等のイベントやスクール、ボラ

ンティア活動への参加等、共感や体験といった「コト」への消費に重きを置いて

いる。これは前世代と比較して収入が少ない等の経済的事情も影響していると考

えられている。「モノ」の保有には執着せず、他人と「モノ」を共有する「シェ

アリングサービス」の利用に理解があり、日本においてはフリーマーケットやル

ームシェア、カーシェアや駐車場レンタル等が多く利用されている。

□人や仲間とのつながりを重要視する

他人とのつながりを大切にし、仲間意識の強い世代とも言われている。SNS を

日常的に利用し情報共有を活発に行うことでつながりを強く好む世代とも言え

る。特に共感できる人や共通の趣味・興味を持つ人に対して仲間意識を持ちコミ

ュニティを持ちたがる傾向にある。

□ワークライフバランスを重視する

豊かなライフスタイルに高い関心があり、プライベートな時間を重視し、在宅

勤務やフレックスタイム制といった柔軟性に富んだ働き方を望む人も多い。自由

な時間の使い方として主となる仕事の他に副業として別の収入源を持つ人も多

く、より自由な働き方を求め独立、起業やフリーランスといった選択をする人が

多い。趣味の時間や子育てなど家族との時間を大切にする傾向がある。
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□健康志向

オーガニックなどの健康食品を購入する傾向がある。またフィットネスやアー

ススポーツ、マインドフルネスに取り組む傾向にある。

二宮団地では毎月１回「お食事会議」と称して団地に移住してきた若い人た

ちが集まる懇親の場を開催している。これまで通算 40 回開催してきたが、その

中で彼らが希望する暮らし方や志向性がわかってきた。これを整理すると次の

とおりであり、ミレニアル世代の特徴・志向にほぼ該当する。

表４ お食事会議でわかった若い移住者の意向

・つながりのある暮らし（みんなが集える交流拠点、シェアリング・コミュ

ニティ、ソーシャルアパートメント、銭湯）                

・ウェルネス志向を満たす暮らし（温活、地域食、運動、メンタルヘルス）

・エコでスマートな郊外暮らし（コワーク、ローカルビジネス、エコシステ

ム、バイオエネルギーの活用、SDGs）

・クリエイティブな暮らし（DIY、農業暮らし、カルチャー）

こうした暮らし方を希望する彼らに選ばれる団地とするためには、従来の「消

費者のための団地」から「作り手のための団地」へと転換を図る必要があり、団

地中心にみんなが集える象徴的な場所として交流拠点を設置する。なおその拠点

は、二宮団地の周辺アクティビティの利活用を包括的に促していく拠点とする。

この二宮団地の創生モデルプランを「ウェルネス・カルチャー・コミュニテ

ィで作るクリエイティブ・タウン」とした。
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図４ ウェルネス・カルチャー・コミュニティで作るクリエイティブ・タウン

本調査では、団地商店街の再生、廃止住棟・跡地の利活用、空き家の利活

用、周辺荒廃農地の再生など、二宮団地の抱える４つの課題を総合的に捉え、

二宮団地創生モデルプランの実現を図るため、次の４つの事業を検討する。

表５ 検討を行う４つの事業

・温泉・湯治施設を核とした交流拠点整備事業

・廃止住棟・跡地の利活用

・公民連携によるリノベーション・センターの検討

・団地で農業暮らし支援事業
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4-2 温泉・湯治施設を核とした交流拠点整備事業

① 交流拠点整備のコンセプト

団地創生モデルプランや温浴・湯治をはじめとするヘルスツーリズムの歴史

を踏まえて、ミレニアル世代に選ばれるようなウェルネス・カルチャー・コミュ

ニティをテーマとするインキュベート施設として交流拠点を整備する。交流拠

点には次のような施設や機能を整備し、これらがシナジー効果を産むようにデ

ザインする。

□温泉・湯治施設

□地域食材を提供する飲食・物販施設、シェアキッチン、加工施設

□新しい働き方を実現するコワーキング施設

□空き家を活用した分散型宿泊施設の受付

□里山再生を達成するバイオエネルギーの活用

□コミュニティ形成を促す場の提供

② 類似施設等の調査及び事業者へのサウンディング

イ）スーパー銭湯

コンセプトの事業化検討にあたり、既存の温浴施設を分析した。洗体利用

がメインの銭湯が減少する中、スーパー銭湯などの娯楽型の温浴施設は、フ

ァミリー層、カップルなどの銭湯に馴染みのない若い世代が楽しめる施設と

して近年増加し続けている。スーパー銭湯の事業手法を参考にして、事業の

中核となる温浴施設の事業性について検討をした。

スーパー銭湯とは

・健康ランドよりも入場料が安い。
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・さまざまな種類の浴槽設備が整えられている。

・車で往復 30 分程度の距離圏から人が集まる場所に立地している。

・150～200 台の車を収容できる駐車場がある。

という、これまでの銭湯の概念を変えた日常リゾート型の風呂屋といえる。

入浴時間は１時間ほどであるが、施設が充実しているところでは滞在時間

が２時間におよぶ。入場料が低価格であるほど利用頻度は高く、自家風呂が

ありながら、レジャー施設に行くような感覚で、家族連れで車を用いて来場

する人が多い。

スーパー銭湯が従来の銭湯ともっとも異なる点は、最初から「風呂付き」

の家庭をターゲットとしており、銭湯本来の機能（体を洗い、清潔に保つ）

を満たしたうえで、「アミューズメント性」を付加していることが挙げられ

る。また、健康ランドなどとは違い、大規模な宴会場を設けておらず、フロ

ントスタッフの数も少数であるため、人件費が大幅に節約できる。

「アミューズメント性」の例として、多くのスーパー銭湯では、

・サウナ

・各種マッサージバス

・全身ジェットシャワー

・各種温泉風呂

・健康・美容効果施設（エステ、あかすり、岩盤浴など）

・軽食コーナー

などの施設を備えている。
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出店立地については、来店確率が高く、豊富な井戸水が確保出来る地層で

あることが望ましい。また、深夜までの営業が可能な地域であることも採算

性を考えるうえで重要である。

平均客単価は 900～1,500 円程度のところが多い。入場料は 500～1,000 円

前後と低めに設定し、付帯施設の利用を別料金として設定し、客単価を上げ

るようにすることがポイントである。

スーパー銭湯の一般的な事業構造は運営事業者へのヒアリングなどから

次のように考えられる。

・施設面積 ：400～500 坪

・建設費  ：３億～６億円

・入場料  ：500～1,000 円

・平均客単価：900～1,500 円

・利用者数 ：平日 1,000～1,200 人/日、休日 2,000 人/日

・年間利用者：40 万～50 万人

・年間売上額：４億～５億円

・商圏人口： 商圏内（車で 30 分以内/約 10 キロ）に 20 万人

ロ） 中規模温浴施設

洗体利用だけの銭湯ではなく、スーパー銭湯でもない中規模の温泉・湯治

場施設である。人気施設２施設を運営する事業者にヒアリングとサウンディ

ング調査を実施した。調査の結果は下表の通りである。
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表６ サウンディング調査

事業者 A 温浴施設運営、設計事務所経営

事業参画

への意向

事業参画、運営受託は難しいがスタートアップにおける運営協力

（コンサルティング）は可能である。

事業内容

のヒアリ

ング

・周辺に競合としてのスーパー銭湯が多く存在している。スーパー銭

湯は湯船やサウナ数を増加させるなど巨大化している。差別化をは

かるため施設を巨大化するのではなく価格と満足度のバランスに

留意し特に施設のデザインや飲食の質に気を使っている。

・平日は高齢者利用も多いが客層の中心は 30 代〜40 代である。

・利用者の比率は地元が８割、外部が２割である。

・地域のスーパー銭湯の相場は 500 円〜700 円であるため利用料は

600 円に設定している。

・売上の内訳は温泉利用で 80%、飲食・物販で 20%程度である。

交流拠点

整備事業

について

の提案

・半径３km、10km、20km の円内の商圏人口、周辺のスーパー銭湯の利

用状況などから利用者数を想定し、投資計画を行う。建築費は 15 年

での回収で検討する。２～３年分の売上が建築費に相当と考える。

・スタッフは受付・調理・掃除など、特定の役割を決めずにマルチタ

スクにする必要がある。

・スーパー銭湯との差別化を検討する。行けばお風呂だけが目的では

ない施設、家族や仲間と一緒に行きたい、楽しい気分になる、ワク

ワクする、そこへいくことで気分を高める、感覚を高める、ある意

味カフェのような施設を意識する。

事業者 B 温浴施設運営、コンサルティング業

事業参画

への意向

事業参画、運営受託は難しいがスタートアップにおける運営協力

（コンサルティング）は可能である。

事業内容

のヒアリ

ング

・３キロ商圏人口は 12,000 人、10 キロ圏でも 18,000 人ほどである。

商圏人口が少ない一方で、競合が存在しないため利用者が伸びた。

・入浴料は 600 円に設定している。
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・飲食にも力を入れているため売上の内訳はお風呂４、飲食３、物販

３の割合である。

・飲食店は人口に対して市内に多く存在する。あまりなかった野菜

を多く提供する家庭料理をコンセプトとした飲食店にした。

・ランチバイキング形式（大人 1,400 円）にして自宅でつくってい

るようなおかずを毎日 20〜25 種類提供している。席数は 60 席ほ

どである。

・物販コーナーもあり野菜や塩、地元の箸やまな板を販売している。

・平日：休日の比率は１：２〜４程度。繁忙期であるゴールデンウィ

ークの利用者数は平日の 10 倍にもなる。平日の利用者数は 150 人

程度である。

交流拠点

整備事業

について

の提案

・二宮町は周辺に競合が多く存在したり箱根などが近かったりする

ため、お風呂数や湯質ではない明確な特徴づけをすることで地域一

番手になることを考える必要がある

・コンサルティングを行ったサウナ＋キャンプをコンセプトとした

温浴施設が若い層に人気を博している。若い世代にサウナの人気が

広まっているためサウナに力を入れた施設についても検討すると

よい。

・温浴だけでなく飲食、物販との組み合わせで考えるとよい。

ハ） サウナを中心とした温浴施設の調査

近年温浴施設の中でサウナが充実している施設の人気が高い。現在のサウ

ナブームは漫画から火がつきドラマ、関連書籍やインターネットなどの情報

サイトが充実している。またアウトドアと結びつくなど新しい展開がある。

中年男性向け施設のイメージを覆し、健康志向のミレニアル世代の若者を中

心に人気を博し、女性専用サウナも出現している。サウナ→水風呂→外気浴

→マインドフルネスがセットになった「サ道」が一部の若者の間で定着し水

風呂の水質や温度、外気浴にこだわった施設が人気を博している。
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そこで、温浴施設（温泉・湯治）の魅力的な特徴づけを検討する上で通常

の温浴施設のほかにサウナ施設の調査を行った。

図５ サウナブームに関する特徴的な話題

    

              

出典：WEB サイト「サウナイキタイ」「マンガサ道（タナカカツキ著）」「サウナ術

（本田直之著）」「お熱いのがお好き？（大町テラス著）」「ドラマサ道」
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□サウナ施設調査

サウナ WEB サイト「サウナイキタイ」にて評価の高い６施設（東京都、神奈

川県、静岡市、名古屋市、神戸市）を訪問し、施設状況を調査した。施設の特

徴は下表の通りである。

表７ サウナ６施設の特徴

施設 料金 特徴

東京都 2,980 円 ４種類のサウナ、８度から 30 度まで４種類の水風呂があ

る。深さも 140 センチまで用意がある。素材にこだわっ

た本格料理を提供している。

神奈川 A 2,450 円 駅からのアクセスがよく、清潔感がある施設で景色も良

い。休憩の椅子も多い。コワーキングスペースも設置し

ている。

神奈川 B 1,650 円 水風呂に井戸水を使用しており、まろやかさに定評があ

る。手作りにこだわった食事も人気がある。

静岡市 1,600 円 温度と湿度が高い。天然水を滝のように流した水風呂が

有名である。

名古屋市 2,570 円 サウナの数、広さ、バリエーションに富む。−25 度の室温

のアイスサウナもある。系列店で女性専用サウナを展開

している。

神戸市 2,700 円 ロウリュウサービスに定評がある。館内着、タオルが使

い放題とホスピタリティが高い。

＜調査結果＞

・「サウナの温度と湿度」、「水風呂の水質と温度、深さ」、「ととのいスペース

（外気浴できるベンチなど）」の３点が施設の整備内容として重要視されて

いる。

・料金は 1,600 円〜3,000 円とスーパー銭湯より高めである。

・タオル、館内着がセットになっており、飲食・休憩施設を兼ねそろえている。
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・サウナ愛好者は低い水温を好むが新しい施設は初心者用に水温高めの水風

呂を用意している。

・女性の間でのサウナ流行りもあり綺麗でおしゃれなサウナ施設もつくられ

ている。

・休憩所や食事へのこだわりも見られる。

③ マーケット調査

イ） 商圏人口の調査

車で 10 分程度（３キロ圏内）と車で 30 分程度（10 キロ圏内）の人口から

来場者数を想定する。

図６ 商圏人口検討図

商圏人口からの想定（施設 Aの事業者からの指導による）

・３km 圏内の人が平均して３年に 1度来店      19,576 人

・10km 圏内（３km 圏内を除く）の人が平均して
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５年に１度来店                64,812 人

合計                84,388 人

10 キロ圏内にスーパー銭湯は５施設あり１施設につき 20 万人必要とする

と望ましい商圏人口は 100 万人と推計されるが、実際の商圏人口は 38 万人で

あり、条件に満たない。

また地勢上山が多く、10 キロ圏では４割が海となり商圏人口が伸びない。

海と山に囲まれ道が少なくアクセスの面からも収益性は乏しい。

ロ） 周辺温浴施設の入込み客調査

周辺施設の入れ込み客数から来場者数を想定する。

調査方法は、平日休日の１時間ごとの駐車台数を集計した。入れ込み客は

駐車場の車の駐車台数×1.5 人×営業時間（平均滞在時間は１時間程度）と

して検討する。
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表８ 駐車場利用状況  

  
                              

周辺施設の入れ込み客数  

平日 500〜1,500 人

休日 1,200 人〜2,500 人

施設の平米数を勘案し、入込み客数を想定する。

施設 B（約 1,000 ㎡）の約１/２、施設 A,C（約 1,800 ㎡）の約１/３と計算  

平日 250 人〜500 人

休日 600 人〜800 人
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④ 温浴施設調査結果の整理と考察

・商圏範囲内のスーパー銭湯などの競合施設が多い、アクセスする道が限ら

れる、交流拠点整備で設置できる駐車場台数が少ないなどの理由からスー

パー銭湯は難しい。

・一方、洗体利用だけの銭湯では収益の確保が難しい。温浴、飲食、物販で

収益を図る必要がある。

・郊外比率が高いため、平日の収益を考えると男性だけでなく女性にも選ば

れる施設でなくてはならない。

・リピーター創出と話題性を考慮して、女性がリピートするサウナ施設を温

泉・湯治施設に取り入れることを考える。

・サウナ施設としては安めの価格である 1,000 円以内に抑えることにより、

リピーターを創出する。

・商圏人口、周辺施設から安全をみて入込み客数は 75,000 人（250 人/日）

と想定する。

・人気サウナ施設の視察からサウナの温度と湿度、水風呂（冷泉掛け流し）、

快適な外気浴スペースに特に注意を払う。

・食事についても安全で健康に配慮した女性が食べやすい食事を提供する。

・女性が利用しやすいデザインに心がける。

・物販は地域性を大切にするとともに、女性が手に取りやすいセレクション

にする。
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⑤ 基本計画の策定

交流拠点のコンセプトからウェルネス・カルチャー・コミュニティをテーマとし

た新しい暮らしやビジネスのための機能を集積させ、相互にシナジー効果を生む計

画とする。

表９ 交流拠点の基本計画

項目 内容

敷地面積 約 4,500 ㎡

用途地域等
第二種中高層住居専用地域（200/60）

第一種高度地区（13m）

建築面積（延べ面積） 1,500 ㎡（うち温浴施設は 500 ㎡）

構  造 鉄骨造平屋建て

駐車場台数 80 台以上

必要とする機能

・サウナを中心とした温泉・湯治施設

・フィットネススタジオ

・飲食・物販施設（シェアキッチン、加工施設を含む）

・カフェスペース（コワーキングスペース）

・分散型宿泊施設のレセプション

・外構の芝生スペース

・WI-FI 設備、バイオエネルギー設備
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図７ 交流拠点の配置計画及び駐車場計画
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図８ 交流拠点平面図
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⑥ 事業収支の検討

基本計画をもとに建設費の概算見積もりを行った。

概算見積もりにあたっては、ヒアリングした施設 A の建設費（鉄骨造平屋建

て）を参考にしたが、建築時点を考慮し、補正率 1.2 をかけて 332,000,000 円

（施工床面積あたりの建築費は約 220 千円/㎡）と試算した。また建築の減価償

却は 27 年、設備は 15 年とした。

収入については、次のように試算した。

・温浴施設の収入は、マーケット調査から通常のスーパー銭湯の市場規模に達

しないため安全側をみて温浴施設の利用者数を 250 人/日（利用者減を考慮

し、３年ごとに利用者が１％減少）、利用料を 800 円/人として試算した。

・物販による収入は温浴収入の１割、飲食による収入は温浴収入の２割とそれぞ

れヒアリングした施設 A、Bの収入よりも低く想定して試算した。

・テナント収入は、既存商店街の賃料単価などを参考に、2,000 円/㎡として試

算した。

一方、費用については、次のように試算した。

・人件費についてマネージャー（１名）は 600,000 円/月、パート（平日３名、

休日５名）は営業時間に 1,200 円/時をかけて試算した。

・物販原価は物販収入の６割、飲食原価は３割とそれぞれ想定して試算した。

・その他、光熱水費などは利用客数に単価をそれぞれかけて試算した。

詳細は次表の通りである。初年度から営業利益が見込まれる。
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表 10 事業収支等の試算
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⑦ 事業スキーム・システムの検討

この計画を実現するための事業スキーム・システムとして次のようなものが

考えられる。事業収支については一定の前提条件のもと、初年度から黒字が見

込まれる結果となった。しかし、計画そのものが新しいコンセプトによる事例

のない施設であることから、今後さらに事業収支等の精査を行い、公社が主体

となって SPC を設立する手法を検討する必要がある。

イ）事業手法の比較検討

   公民連携による事業スキームとして考えられるのは、次の３つである。

Ⅰ 公設＋長期包括委託方式

公社が施設を建設し、土地・建物を賃貸（乙工事含む）して運営を行うノウ

ハウのある企業を公募する方式である。公社にとってイニシャルの投資を賃料

で回収する方式であるが、運営によるかなりの高収益が見込めないと参加企業

が期待できないため、優遇策の設定が必要となる。経営が難しくなると撤退す

るリスクがある。また、運営に公社が関与できないため、地域活性化に対応で

きない。

Ⅱ 民設民営（BOO）方式 (公社が目的会社に出資)

公社と民間で共同出資して目的会社（SPC）を設立、土地だけ公社から事業用

定期借地で SPC に貸す方式である。関係者も出資して経営参加する方式であ

る。公社は現在の建物の撤去や補償等を行うのみで、建設投資は低減できる。

公社は目的会社（SPC）に出資するので、出資の範囲でリスクは負うが地代の他

に利益からの配当も期待できる。公社のガバナンスも効くので地域活性化に対

応できる。また運営にあたっては民間のノウハウを活用できるとともに、公社

の職員も参加してノウハウを蓄積できる。

Ⅲ 民設民営（BOO）方式 （民間のみ）
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基本的にⅡと同様の事業手法であるが、施設建設及び運営を民間企業のみと

する方式である。これはⅡよりも民間事業者の投下資本が大きいため、企業の

参加を期待しにくい。またⅠと同じく運営に公社が関与できないため、地域活

性化に対応できない。

以上の比較検討から、地域活性化やノウハウの蓄積、リスク管理の点から表８

の通り、Ⅱの民設民営（BOO）方式 (公社が目的会社に出資)を採用し、今後具体

的に検討していくこととする。

表 11 事業のスキーム・システム比較表
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4-3 廃止住棟・跡地の利活用

① 課題と目的

二宮団地には団地再編プロジェクトにより発生した廃止住棟・跡地が 10 箇所存

在する。この廃止住棟・跡地の利活用は今後の二宮団地創生モデルプランの実現に

向けて重要な資源であり、交流拠点の整備とシナジー効果のある施設等として利活

用することが望ましい。公社も一部利活用するが、廃止する住棟・跡地に多くの投

資を行うことはできないため、民間事業者の手に委ねる必要がある。この調査の目

的は民間事業者に提案を求めることにより、その可能性を探ることである。

② 民間事業者からの提案

二宮団地の事業に協力してもらったことのある民間事業者のYADOKARI株式会社

及び「逆プロポーザル方式」等の立案者でもあり、公共用地の再生に実績のある公

共 R不動産の２社から、公社から利用目的等の条件を付けずに自由な事業提案をし

てもらった。

また、３つ目は地元の社会福祉法人と公社が令和２年３月現在協議中の構想であ

る。

イ）YADOKARI 株式会社の提案

YADOKARI 株式会社からは廃止住棟跡地にタイニーハウスを建設して「タイニ

ーハウスステーション」として活用する提案である。タイニーハウスとは、シン

プルで小屋のようなサイズの家のことであり、10 ㎡から 20 ㎡ほどの平家の家が

多く、居住可能な人数は１〜２名、内部の設備も必要最小限に抑えている。アメ

リカのポートランドなどを発祥地として、特に若い世代に人気の高い住まい方で

ある。提案内容は外部から団地へのお手軽な移住先としてタイニーハウスを活用

することや団地内居住者の生活機能の拡張のために使うなど、フレキシブルで居

住者の結びつきを促進するツールとして考えられている。

提案内容の抜粋は次の図のとおりである。
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図９ 「タイニーハウスステーション」の提案（抜粋）
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ロ）公共 R 不動産の提案

公共 R不動産からは廃止住棟を「Public Community Bathhouse」にリノベ

ーションする提案である。これは廃止住棟をリノベーションしてシェアハウ

スのように活用するもので、１階に温浴施設やカフェ・バー、２階にワーキン

グ・スペースを設け、３階以上をゲストハウスとして活用する提案である。団

地中央の交流拠点のほかに団地の住棟群の中にもシェアハウス型の交流機能

を整備し、コミュニティ形成に役立てる提案である。

提案内容の抜粋は次の図の通りである。
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図 10 「Public Community Bathhouse」の提案（抜粋）
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ハ）社会福祉法人と協議中の構想

地元社会福祉法人と協議中の構想は「小規模多機能型居宅介護＋住宅型有料老

人ホーム」の提案である。二宮団地の居住者はすでに高齢化率 40%を突破してい

る。今後益々高齢化が進み、単身高齢者などが増加する中で、身体機能の低下な

どが懸念される。居宅介護で当面は凌ぐとしても最終的には施設入居にならざる

を得ないが、二宮町には特別養護老人ホームが２カ所しかない。町外の老人ホー

ム等が受け入れてくれるとしてもこれまで維持してきたコミュニティを失うの

は高齢者にとっては辛いことである。そこで団地内の集合住宅跡地に小規模多機

能型居宅介護と住宅型有料老人ホームを設置し、住民とのコミュニティを維持す

る形での暮らしを提供する。

Ⅰ 類似施設の調査：「風の丘」（伊勢原市）

風の丘は国家公務員共済組合が分譲した愛甲原住宅団地の中にある。
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住民の箪笥預金からの借り入れ（ 1口 100 万円 年利 １％）と国及び市からの

交付金等により平成 18 年に風の丘 住宅型有料老人ホームと小規模多機能居宅

介護施設を建設したもの。

・費用は厨房の建設資金・備品・設備、創業費を含めて約１億円

・建設・運営は地元住民などによる「特定非営利活動法人一期一会」

・現在居宅介護の登録者 29 名、老人ホーム入居 14 室

・住宅型有料老人ホームは平成 18 年～平成 26 年まで入居金 500 万円であっ

たが、平成 27 年からは入居金なし敷金 30 万円、家賃相当額平均 10 万円、

管理費６万円、水光熱費 1万２千円、食費 1日２千円としている。

写真３ 風の丘（小規模多機能型介護＋住宅型有料老人ホーム）

                 出典：風の丘 HP より

Ⅱ 提供の仕組み

地元の社会福祉法人にヒアリングしたところ、現在の施設の入居者の 90%は

二宮町民であり、二宮団地の高齢者の受け入れ先として提案のような施設の

整備に関心があることがわかった。しかしこうした施設の整備にあたって、

現在最も頭を悩ませているのは介護士などの従業員の確保であり、そのため

低家賃の住宅確保を希望している。
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そこで公社と地元社会福祉法人が連携して団地内の廃止住棟跡地に当該

施設を整備する仕組みを検討した。

図 11 公社と社会福祉法人の連携システム

Ⅲ 施設のイメージ

二宮団地の再編プロジェクトでは里山団地のイメージを生かし、リノベー

ションに小田原杉を活用するなど地域資源を活用した事業を展開している。

当該施設の建設にあたっても、こうしたコンセプトを重視し、木造平屋建

てで建設費などハード面のコストを低減し老人ホームにあっても暮らしの豊

さを追求したい。

写真４ デイサービスセンター   写真５ ローズヴィラ

（神奈川県中井町）       （埼玉県さいたま市）

（出典：地元社会福祉法人 HP）  （出典：ローズヴィラ運営社会福祉法人 HP）
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③ 事業可能性の検討

YADOKARI 株式会社及び公共 R 不動産は、商店街の再開発による交流拠点の整備

や公社賃貸住宅の存在を前提にして、これとタイアップする形の提案を出してきて

おり、廃止住棟跡地を単独で利活用する提案ではない。これは二宮団地創生モデル

プランを元にエリアを再生する中で廃止住棟跡地を利活用するという本調査の目

的に合致する結果となった。

YADOKARI 株式会社のタイニーハウスステーションの提案については、一般的に団

地再生については都市計画や建築基準法の用途地域規制などがリノベーションや

施設誘致の用途を制約することも多いが、タイニーハウスについては、住宅用途で

あることから基本的には問題ない。小規模で１戸あたりの整備費も比較的安価であ

ることから交流拠点の整備と連携して進める場合には実現可能性は高いと考えら

れる。二宮団地に集まってくるミレニアル世代の共感を受ける住まい方の１つであ

ると考えられる。

公共 R不動産の提案については、既存廃止住棟をリノベーションして活用するも

のである。まず廃止住棟については耐震補強等が必要であることから跡地の利活用

に比べて大きなコストが発生する。宿泊施設については、第一種中高層住居専用地

域では住宅から旅館・ホテルへの用途変更が必要であるが建築基準法上は出来な

い。用途変更を行わず住宅宿泊事業法により既存の住宅を活用することは可能だ

が、運営日数は 180 日に限られる。

地元の社会福祉法人と協議している提案については、地域の特別養護老人ホーム

などの入居には様々な制約がある。しかし、団地の中の既存住宅で生活できなくな

っても地域外の施設に移るのではなく、コミュニティの付き合いを残しながら最後

の生活を送ることができるため、これから必要な施設だと考えられる。

本提案のネックは人手を集めることである。特に公社住宅の安価な家賃での提供

がインセンティブになり得る。この提案に限らず、他の提案も含め公社の支援策に

ついては今後具体的に検討する必要がある。
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4-4 公民連携によるリノベーション・センターの検討

① 課題と目的

協議会と公社が２年ほど取り組んでいる戸建空き家対策における最大の課題

は、将来空き家になる可能性が高い高齢者世帯であっても簡単に個人の情報や財

産にはアクセスできないことである。個々の高齢者世帯にとって普段から付き合

いのある地域住民であっても知られたくないことは多い。また、所有者が認知症

などになれば不動産の処分などができなくなる。空き家となってその資産が有効

に活用されない状況のまま老朽化していくのは建物に愛着のある所有者にとって

も不幸なことであり、このような空き家が増えることは地域の価値を下げること

にもつながる。         

所有者にもメリットのある形で空き家になる前に住宅を次の世代に継承して地

域の循環居住を実現するためには、こうした隘路を突破する中古住宅の流通促進

や支援システムが必要である。また、空き家を交流拠点と連携して宿泊施設とし

て活用することも重要なテーマである。

リノベーション・センターの目的は、公社の賃貸住宅に入居してきたミレニアル

世代などが子育てなどを契機に戸建空き家住宅をリノベーションして移り住むこ

と、また空き家の所有者が宿泊施設等に利活用することを支援することである。そ

のためには、地域の空き家がスムーズに継承されていく流通のシステムと、所有者

が行うリノベーションを支援するシステムの２つが必要であると考えられる。

また、最近全国各地で行われている「リノベーション・スクール」などの取り組

みにより増えてきたリノベーションの事例を見ると、CO2 削減、省エネ及びリサイ

クルなどへの関心から古材等を活用したリノベーションが多い。しかし、通常のホ

ームセンターなどにはこれらの資材のストックはない。したがって地域の古民家な

どが解体される時に資材を譲ってもらいストックしておく倉庫や、DIY の道具など

を揃えて工事を指導してくれる場所や専門家が必要である。
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② 類似事例の検討

空き家相談における所有者と移住者のマッチングの仕組みは、自治体で行うも

の、NPO 法人が行うものなど多岐にわたる。本調査では、目指すべき空き家の流通

や利活用のシステムづくりの方向性を明確にするため、大阪の枚方市に本社を置

く枚方信用金庫（以下、枚方信金という）の「巡リズム事業」や、リビルディング・

センター・ジャパン等の取り組みについて、ヒアリング等で事例調査を実施した。

イ） 枚方信金の「巡リズム事業」（流通システム）

  「巡リズム」事業は、枚方信金が枚方市を始めとする７市等と包括連携協定を

結び、平成 28 年度からスタートした事業である。

図 12 枚方信金の巡リズム事業の仕組み（出典：枚方信用金庫提供資料）

  

顧客を中心に行ったアンケート調査をもとに、営業職員が個別訪問により情

報収集や相談活動を行い、集められた相談等について、不動産、建築、介護な

どの事業者と連携して顧客ニーズに合致した解決策を提案し融資等を行って

いる。
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□ヒアリングのまとめ

・枚方信金は営業区域内の定期積立金と年金を取り扱う高齢者との信頼関係

をしっかりと確立している。

・事業の入口は営業職員による月１回の戸別訪問という地味な仕事であるが、

そこで得られた信頼が各種相談の受け皿になり、その後の事業に発展してい

る。

・自治体、各種事業者、病院等と連携し、枚方信金が中心となって全体の事業

を回している。

・既にこの巡リズム事業関連が新規貸出の３分の１以上を占めるまでになっ

ている。

・高齢者の資産が活用され、次の世代に回って行かないと地域は活性化しな

い。

・巡リズム事業は、住まいの近居・住み替え促進事業として始めたが、今では

暮らし全般に関わる事業になってきた。

    以上のように、巡リズム事業は信用金庫という地域の金融機関が高齢者など

に密接にコンタクトし、年金や定期積立の業務を通じて高齢者の見守りも行っ

ている。このような取り組みを通じて信頼を得る中で住み替えなどの新たに発

生する個人的ニーズに応えているという特徴がある。

ロ） リビルディング・センター・ジャパンなどの取り組み

「リビルディング・センター・ジャパン」はポートランドのリビルディング・

センターを参考に長野県諏訪市に設立されたもので、古民家などが解体される

際に部材や建具などを引き取り、これをストックしておいて新たなリノベーシ
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ョンを行う現場で活用する事業である。このセンターではカフェやショップな

どの事業と合わせて古材等のリサイクル事業を行っている。

リノベーションに若い人たちが憧れるのは古いものを大切に使うという考

え方だけでなく、資源の無駄遣いを避け、持続可能な環境を創ることに魅力を

感じるからと考えられる。したがって単なるリフォームを行うだけではなく、

地域の文化や古くからの伝統を引き継ぐという物語が必要であると考えられ

る。

同様の試みは規模の違いはあるものの複数箇所で行われており、例えば、島

根県の石見銀山にある群言堂ではリノベーションのために旧学校施設を借り

上げ、古材や建具などを取集・リサイクルしている。

写真６ リビルディング・センター・ジャパンの活動

   

    （出典：リビルディング・センター・ジャパン HP より）

③ リノベーション・センター（支援組織）の検討

前述したようにリノベーション・センターについては、空き家になる住宅がミ

レニアル世代などに継承されるシステムとリノベーションを行う場合にそのノウ

ハウ提供や部材などを提供するシステムの２つが必要である。
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まず空き家になる住宅の継承については、事例調査から枚方信金の取り組みが

非常に参考になるが、枚方信金の場合は全社一丸となって取り組むとともに、住

み替え促進などについては、提携企業を活用している。二宮町においては２つの

信用金庫と１つの地方銀行が事業エリアにしているが、現時点でどこか１社に枚

方信金と同様の役割を担ってもらうような状況は期待できない。

これらの地元金融機関と二宮町、公社、協議会及び必要な事業を行う専門企業

等とが連携してコンソーシアムを形成し、組織として団地創生モデルプランを共

有した上で、役割分担して移住者などを支援するシステムが必要である。すでに

今後のコンソーシアム形成に向けた意見交換会を地元金融機関等と開始し、その

必要性については認識され始めている。

一方、古民家などの部材や建具などのリサイクルについては、公社の廃止住棟

（４号棟）の一部を DIY のセンターにして、作業室や地域の建物が解体される際

の建具などを集めた倉庫として活用することを検討しており、すでに一部古材な

どを蓄積している。この施設についてもリノベーションを行う際の支援の拠点と

することを目指す。公社のこの取り組みと公民連携によるコンソーシアム作りを

組み合わせることで、二宮町におけるリノベーション・センターのシステム作り

について、更なる検討を行う必要がある。
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図 13 リノベーション・センター＆コンソーシアムの概念図

写真７ 二宮団地廃止住棟（４号棟）の右半分を DIY センターとして活用

            （公社撮影）
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4-5 団地で農業暮らし支援事業

① 課題と目的

ミレニアル世代に選ばれるためにも彼らに寄り添った暮らしの魅力を高めな

ければならない。そもそも二宮団地は里山を切り開いてつくられたが、まだ団地

街区の一部や団地周辺には里山が広がり、田畑が残っている。こうした田畑を活

かした農業暮らしは、体験としての子育てや健康志向を満足させるものであり、

コミュニティ形成に繋がるものである。こうした暮らしはミレニアル世代の志向

に合ったものである。

公社では団地に住んで、団地内外の共同農園の管理や運営、農業体験イベント

の開催に協力するアグリサポーター制度を平成 31 年 2 月より導入し、公募の結

果５名を選定した。また廃止住棟の一部を農業に使用できる住宅付属倉庫として

整備し、農機具置場にするとともに農機具を無料で貸し出している。アグリサポ

ーター（新規就農者）が荒廃化の進む周辺農地を利活用することは、エリアとし

ての価値を高める重要な活動であると考えている。ただし新規就農者については、

農地の整備、農業技術の習得、農産物の収穫までに時間を要することから収益の

確保に課題がある。また近年鳥獣被害や気候変動などにより農業の持続性にも大

きな影響が現れてきた。こうした課題に対応するために、例えば新しいテクノロ

ジーを活用した農業の高収益モデルを調査し、導入可能性について検討する。

② アグリテクノロジーを活用した農業の事例検討

大磯丘陵を開発した二宮団地周辺では近年鳥獣被害が増加している。また冷

夏・猛暑、記録的な雨量など気候リスクも増えており農業を取り巻く環境は益々

厳しくなっている。一方、就農者の高齢化によるリタイアも続き田畑だけでなく

未利用のビニールハウスなども増加している。そこで未利用のビニールハウスを
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活用することで上記のリスクをできるだけ避けつつ、高収益な農業モデルの事例

を調査した。

□アイメック農法

・M株式会社（平塚）

・アイメック農法とは土耕でも水耕でもない、コンタクトレンズ等に使用される

“ハイドロゲル”でできたフィルムに苗を植え、そこに根を張らせるという栽培

方法である 。医療用に開発してきた膜およびハイドロゲル技術を農業に展開し、

安全、高栄養価の農産物を生産する持続的農業技術（アイメック®）を世界に先

駆けて開発した。

・アイメック農法で 、土耕栽培（重労働、低収益）や水耕栽培（高コスト、低品質）

の問題を解決できると注目されている。

・フィルムに水が取り込まれ、保持され、流失しないため、使う水の量が通常のト

マト栽培の 10 分の 1 程度で済む。このフィルムは人体に安全な成分から作られ

ている上、微生物や紫外線などにより土壌中で徐々に分解され、炭酸ガスと水に

なり、燃やしてもダイオキシンが出ない。フィルムにはナノサイズの穴が空いて

いて、そこめがけてトマトが必死に細かい根を張る。一生懸命その穴から水と養

分を吸うというストレスをかけることでトマトの糖度が高くなる。
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表 12 アグリテクノロジーを活用したアイメック農法と水耕栽培の比較

アイメック農法 水耕栽培

経費

・栽培設備設置費用が必要

(3,000～4,000万円の導入コスト+指導

料)

・水耕栽培に比べてランニングコストが

安い

・栽培設備設置費用が必要

・栽培期間中のランニングコスト

(電気・水・肥料)が高い

特徴

・培土の肥料保持力は弱いが養水分管理

が自動のため管理が容易

・土作りの必要なし

・連作障害の発生なし

・堆肥施用、耕起の必要なし

・除草の必要なし

・給液管理は自動のため作業負担軽減

可能

・土壌殺菌の必要なし

・病害の発生が極めて少ない

・農薬散布量は極めて少ない

・培土の肥料保持力が弱いため精密

な養水分管理が必要

・・土作りの必要なし

・連作障害は土耕より少ないが可能

性あり

・堆肥施用、耕起の必要なし

・除草の必要なし

・液肥を必要な時期に施用

・土壌殺菌が必要な場合あり

・培養液を循環するため病害が蔓延

する可能性あり

・農薬散布量は土耕に比べ少ない

品質

・糖度（トマト）：8〜10%

・果色：極めて良好

・・機能性：（リコピン、GABA、ポリフェ

ノ ールなど）極めて高い

・糖度（トマト）：5〜7%

・果色：土耕よりやや薄い

・機能性：少ない

販売単価（円/Kg） 1,200 500

収穫量（t/10a) 9 20

糖度 8%以上 5%以上

収入合計

（千円/10a)
10,800 10,000

生産費（千円）

（生産販売にかか

る費用)

8,650 9,510

純利益（千円/10a) 2,150 490

③ 考察

アグリサポーターは団地で農業暮らしを推進する上で大いに期待できるもので

あるが、彼らが就農者として経済的な自立を図るには生産物の加工や調理と組み
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合わせる６次産業化を推進するか、高収益モデルに展開する必要がある。６次産

業化については共同で使用できる加工施設が必要である。アグリサポーターの支

援施設としては廃止住棟４号棟の左半分を活用して倉庫などを整備しているが、

さらに６次産品製造のための加工施設やテストキッチン等を交流拠点などに整備

する必要がある。

農業の高収益化モデルとして、アイメック農法というアグリテクノロジーを活用

する農法を調査した。土耕栽培や水耕栽培に比べ品質が高く、災害のリスクが低い、

高収益であるというメリットがある反面、導入コストが大きく、高い価格で販売で

きなければ収益化することは難しい。成否についてはブランディングによるところ

も大きく、向き不向きが個人の能力に大きく依存するため、現時点でアグリサポー

ターなどが導入するにはリスクが大きいと考えられる。
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５ 団地創生ガイドライン及びエリアマネジメント組織の検討

5-1 団地創生ガイドラインの検討

① 団地再生ガイドラインの事例と本ガイドラインの意義

団地再生ガイドラインについては、すでに東京都の作成した「多摩ニュ

ータウン等大規模住宅団地再生ガイドライン」、兵庫県の作成した「兵庫

県ニュータウン再生ガイドライン」などの先行事例がある。

これらに共通しているのは、住戸規模で概ね 1,000 戸以上の団地を大規

模団地とし、建設から概ね 30 年〜40 年以上経過した団地を対象としてい

る。大規模団地が直面する課題としては、「団地（住宅、インフラ）の老朽

化、陳腐化」「入居者の高齢化と若者の減少による年齢構成の偏り」「近隣

センターなどの衰退やコミュニティ機能の希薄化」の３点をあげている。

また、その対策としての団地再生の方向としては「住みたくなる、交流し

たくなる『まちの魅力』の創出」「若年世帯（新婚や子育て世帯等）の呼び

込み」「高齢期にも安心して暮らせる住環境・生活環境の整備」「コミュニ

ティ活動の活性化」などが中心のテーマとしてあげられている。

こうしたガイドラインの課題認識や目指す再生の方向性に異論はない。

参考にするところも多いが、ここであえてもう一つガイドラインを付け加

えるのは、実践の経験から汲み上げるべきことがあると思うからである。

ここでは神奈川県住宅供給公社（以下 公社という）の平成 25 年度以来

の団地再生の経験を踏まえてそれを総括することを試みている。もちろん

大規模団地と言っても立地条件や住民活動の歴史など置かれている状況

は様々であり、公社の事例が参考になるとは限らない。ただ我々が自負し

ているのは公社の職員が住民と協力してそれぞれの団地の特徴に応じて

地道に工夫しながら取り組んできたことである。どこかに検討を委託して

実施するという手法は極力取らなかった。委託では職員にノウハウが身に
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つかないからであり、仮に失敗したとしてもその経験が重要と考えてきた

からである。

② 団地開発の歴史

  あらためて団地開発の歴史を簡単に振り返っておきたい。高度経済成長

期に首都圏の郊外部で団地が建設され、特に東京オリピック以後の昭和 40

年からの 10 年間は旺盛な建設ラッシュが続いた。その主な建設地域は、神

奈川県においては多摩丘陵に連なる丘陵部が中心であり、坂の多い団地と

なっている。二宮団地も例外ではない。これは今後の高齢社会の益々の進

行を考えると大きな障害となってくる可能性がある。

図 14 首都圏の高齢化の進行と 1,000 戸以上の公的賃貸住宅の所在

  

出典：超高齢社会における UR 団地の医療福祉拠点形成の取り組み（平成 27 年）
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図 15 横浜市における時期別の団地建設状況

③ 団地の世代構造

団地の世帯構造は建設されてから比較的短期間に入居または分譲された

ことから、その世代構造はいわゆる「ふたこぶラクダ」といわれる状態に

なっている。こうした世代構造の特徴を有するため、当初の入居世帯はそ

のまま高齢化するが、その子供は世帯分離あるいは職場に近い都心部に移

るなどして、いわゆる少子高齢化の現象を呈するようになった。         

団地のコミュニティを考える場合にこの問題が大きい。介護ニーズの増

加はもとより購買力の低下による団地商業施設の空き店舗化、コミュニテ

ィ活動の停滞など様々な形で団地の活力を削ぐ要因になるからである。

             



62

図 16 相模原市の相武台団地居住者の年齢構成の推移

   （平成２５年度 公社作成資料）

④ 団地のコミュニティ構造

こうした世代構造がもたらす団地のコミュニティ構造を伝統的な日本

の地域コミュニティと対比してみると、下記のような構造が鮮明になる。

最も顕著な特徴は、戦後一貫して進んできた核家族化である。その帰結と

して、高齢化とともに核家族から高齢夫婦世帯または高齢単身世帯に転化

することが大きな課題となる。これにより介護ニーズの増加のみならず、

購買力の低下による団地商業施設の空き店舗化、コミュニティ活動の停滞

などが生じているが、その元々の原因は核家族化にある。

また伝統的なコミュニティと団地のコミュニティ構造とを比較すると、

前者に特徴的なのは都市・農村などを問わず「家業」が存在することであ

る。生産者のコミュニティ、作り手のコミュニティともいえる性格を持っ

ている。

一方、後者は主にサラリーマン世帯の住む場所であり、消費者の住む場

所といえる。消費者の住む場所であるから、生活は外部の生活関連サービ
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スに依存することになる。自然とのつながりにおいても団地に設置された

公園などを通じてであり、レクリエーションの場ではあっても農業などの

生産が行われる場ではない。こうした決定的な違いがある。

団地を伝統的なコミュニティに戻すことは無理であるが、これらを比較

することで、現在の団地の課題が明らかになる。今後の団地コミュニティ

のあり方を考える場合にはこうした伝統的なコミュニティのあり方は参

考になると考えている。

図 17 伝統的なコミュニティと団地のコミュニティの比較

  （公社作成資料 令和元年 6 月の団地セミナー）

⑤ 神奈川県住宅供給公社の取り組み

ここでは公社の団地開発の歴史や団地再生の取り組みを振り返るとと

もに将来の方向性を模索しておきたい。公社では団地の建て替え事業など

も立地条件に応じて様々なコンセプトを立案し取り組んでいるが、ここで

取り上げる団地再生の事例は、大規模３団地における住宅や店舗等のリノ

ベーションとコミュニティ再生の取り組みに限定している。それは建て替
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え事業が成立するのは都心部に立地する団地などに限られるので、ガイド

ライン検討にはなじまないと考えられるからである。

公社の団地再生は、横浜市旭区に開発した横浜若葉台団地から手探りで

取り組んできた。その後、相模原市相武台団地、二宮町二宮団地と取り組

みを広げてきた。

中でも横浜若葉台団地は自治会や NPO 団体の活動が活発であり、横浜

市の施策とも連携して様々な取り組みを実施している。

イ）横浜若葉台団地の取り組み

・横浜若葉台団地の概要

開発主体 神奈川県住宅供給公社

開発手法 一団地の住宅施設

入居開始 昭和 54 年（1979 年）〜

開発面積 約 90 ヘクタール

分譲住宅 5,186 戸（15 の単位管理組合）

公社所有賃貸住宅  790 戸

公社所有高齢者住宅 326 戸/92 床

  公社所有賃貸施設（店舗）量販店１店舗/専門店 40 店舗

  公社所有駐車場 約 5,500 台

人口 14,241 人（平成 30 年３月末）ピーク時より約 6,000 人減少

高齢化率 47.8%（平成 30 年３月末）
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図 18 横浜若葉台団地の概要図

（出典：一般財団法人若葉台まちづくりセンターHP より）

以下団地再生の取り組み順に概要をまとめる。

□「コミュニティ・オフィス＆ダイニング春（Haru)」

平成 26 年４月に横浜若葉台団地商店街の空き店舗に多世代交流拠点と

して整備した施設である。団地再生の目的を「持続循環型のコミュニティ

を創造すること」とし、「元気なシニア世代の生きがいの創出」「団地内へ

の若年・子育て世代の流入」を目指した事業として取り組んだものである。

オフィスは職がテーマの情報発信拠点、ダイニングは食がテーマの多世代

交流拠点。整備費用は国の補助金も活用して公社が負担している。それぞ

れ若年または高齢の地域スタッフに現場を運営してもらっている。公社と

して最初の取り組みでもあったことから当初は、夕方のディナー客が集ま

らないという課題も顕在化したが、現在ではランチとカフェでの運営に切
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り替えてから定着しており、オフィスの場を活用した様々なイベントも開

催されている。

写真８ コミュニティ・オフィス＆ダイニング春（公社撮影）

  コミュニティ・オフィス          ダイニング

□「わかば親と子の広場 そらまめ」

平成 26 年５月には、横浜市の補助事業「親と子の集いの広場事業」を

活用して、これも商店街の空き店舗に整備した事業である。「そらまめ」

は未就学児（主に０〜３歳）を持つ親子が気軽に集まり自由に過ごせる場

所を提供するものであり、子育て親子の交流、つどいの場の提供、子育て

に関する相談の実施、地域の子育て関連情報の収集発信、子育て及び子育

て支援に関する講習会の実施を行っている。

事業主体は特定非営利活動法人「若葉台」、運営協力は子育てに実績の

ある「若葉台子育てささえあい連絡会」、様々なソフト面での支援を若葉

台連合自治会、施設整備や施設管理を公社と一般財団法人若葉台まちづく

りセンターが支援する仕組みで実現した。

「そらまめ」の誕生により子育て中の親子が団地商店街に現れるように

なり、その後一時保育枠も確保して子育ての拠点になってきたことから商

店街の風景も変わってきた。団地の商店街に子育て中の親子や子供の姿が
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見える風景はそれだけでも団地住民の心を活気づける。団地の中心となる

場所に子供を集めるという手法はこの「そらまめ」以降公社の団地再生の

得意技ともなってきた。

写真９ わかば親と子の広場「そらまめ」（公社撮影）

   

□「地域交流拠点 ひまわり」

地域交流拠点「ひまわり」は、平成 28 年３月に商店街の空き店舗に「地

域交流サロン」「生活支援センター」「ボランティアセンター」「居宅介護支

援事業所・訪問看護ステーション」など多様な機能を併せ持つ多世代交流

拠点としてオープンし、特定非営利活動法人若葉台が整備・運営している。

公社、一般財団法人若葉台まちづくりセンターが整備を支援し、連合自治

会が運営を支援している。この施設は高齢者、障害者、子供など幅広い世

代に利用されており、誰でも気軽に立ち寄れる交流スペースとして親しま

れている。

また、横浜若葉台団地は、当初入居から 40 年を迎える郊外型の大規模

団地であるが、高齢化率の高さ(若葉台約 48%⇔全国約 28%)にも関わらず、

要介護認定率が低い(若葉台約 12%⇔全国約 18%)という特徴をもつ健康的

な団地としても有名になってきた。
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写真 10 地域交流拠点「ひまわり」

（出典：特定非営利活動法人若葉台 HP より）

□横浜若葉台での取り組みのまとめ

以上見てきたように若葉台には高齢者支援、子育て支援、多世代交流

施設が複合的に整備されてきた。また公社主体ではないが、住民組織は

周辺地域との連携、例えば周辺農地の利活用なども進めている。

中でも子育て施設が団地の中心施設や商店街にあることによって子供

連れの親子が集まる風景は団地の活性化に欠かせない要素となっている。

公社の整備したコミュニティ・オフィス春はコワーキング的な利用も

できるため、ここを活用する若年世帯が子育て中の奥様などを中心に育

ってきている。現時点ではまだそれほどのインパクトはないが将来に向

けて明るい材料になるだろう。

ロ） 相武台団地の取り組み

・相武台団地（相模原市）の概要

開発主体 神奈川県住宅供給公社

昭和 40 年代に開発された分譲住宅・賃貸住宅の複合団地
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   公社賃貸住宅 448 戸、分譲住宅 2,083 戸 計 2,531 戸 計 93 棟) 

   開発面積 約 31.4 ヘクタール

人口約 4,407 人（平成 30 年１月１日現在）

   高齢化率約 47.3％（平成 30 年１月１日現在）

図 19 相模原市相武台団地の概要図（公社作成資料）

□サービス付き高齢者住宅「コンチェラート相武台」の整備

「コンチェラート相武台」は、団地の浄化槽設備の廃止跡地にサービス

付き高齢者住宅の建設と合わせて介護、看護、医療、子育てなどの機能を

１階に備えた高齢者支援の複合施設として平成25年 12月にオープンした

施設である。

当初は公社と民間事業者との共同事業として始めたが、民間事業者の撤

退もあり、現在は公社の老人ホーム部門の業務を行う一般財団法人シニア
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ライフ振興財団との共同事業となっている。このため介護などの部門も含

めた施設の経営状況が透明化されるというメリットがあった。

当初から団地の高齢者の移り住みにより高齢者の従前住宅を若年世帯

に循環させることを想定したが、実際には団地内からの移り住みは居住者

の２割程度に止まった。

図 20 コンチェラート相武台配置図  写真 11 同外観写真

（公社作成資料）          （公社撮影）

   

□グリーンラウンジ・プロジェクト

相武台団地の商店街は周辺にいくつものスーパーや量販店が進出した

こともあり、多くの空き店舗を抱える状況となっていた。この状況を打

開するために平成 27 年９月から始めたのが「グリーンラウンジ・プロジ

ェクト」である。注目したのは商店街の広場にある大きなケヤキの木で

ある。老朽化した団地には様々な課題もあるが、共有空間の豊さと 50 年

の時を経て育った樹木など住環境にも大きな魅力がある。この木の足下

とシャッター化した商店街の空き店舗を使って広場にふたたび多くの人

が集えるような魅力的な空間をつくるというのがこのプロジェクトのコ

ンセプトである。

従来空き店舗はリーシングと言って家賃など公社の契約条件に合致す

れば入居させる形で募集業務を進めてきたが、グリーンラウンジ・プロ
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ジェクトでは逆に少しインセンティブも与えるが、こうしたコンセプト

に共感してくれるテナントを積極的に公募するものであった。来て欲し

い店舗を集めるというこの方式で現在５店舗の入居を達成している。ま

た近隣の大学との連携などにも取り組んでいる。

写真 12 グリーンラウンジ・プロジェクトの欅の木と出店した店舗

（左：グリーンラウンジ・プロジェクト HP より、右：公社撮影）

□ユソーレ相武台

その後商店街に立地していた銀行の支店が撤退したことから、この空

きスペースをリノベーションして令和元年 10 月に「ユソーレ相武台」が

完成した。この事業は国土交通省の「スマートウェルネス住宅等推進事

業」の補助も受け、相模原市の介護保険総合事業である「基準緩和通所型

サービス事業」の認定も受けている。

ユソーレ相武台は、介護予防ニーズや高齢単身世帯の増加と独居生活

という課題に焦点をあてているが、多世代の「集いの場」としての機能も

併せ持ち、健康・ウェルネスをまちづくりのテーマとする多世代交流拠

点として整備したものである。このため神奈川県西部の伝統的な湯治文

化を取り入れた「ミスト岩盤浴」を団地再生のプロジェクトとして初め

て導入した。
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また、グリーンラウンジ・プロジェクトのコンセプトを継承し、ユソー

レ相武台の商店街の店舗の間にあるケヤキの木の広場を芝生広場に、ま

た従来の噴水をニューヨークの公園などで一般的になっている子供の水

遊び場にするなど、外構を大幅に改修した。

こうしたことからユソーレ相武台には介護予防が目的の高齢者だけで

なく、近くの幼稚園に通う園児やそのお母さん、近くの児童館にくる子

供たちなど幅広い層の人たちが集まってくる。

写真 13 ユソーレ相武台の内観及び外観（公社撮影）

  

□相武台団地での取り組みのまとめ

相武台団地の取り組みもサービス付き高齢者住宅の建設から始まり、

高齢者支援を軸に展開してきたが、商店街の再生に向けたグリーンラウ

ンジ・プロジェクトは団地の共有空間の豊さを魅力に新たなカフェなど

のテナントを集め、ユソーレ相武台という多世代の交流拠点を整備する

ことで、このケヤキの木の広場が見違えるような空間に生まれ変わって

いる。
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ユソーレ相武台ができたことで、団地内だけでなく周辺の住民も集ま

る施設になってきたと言えよう。団地再生はコミュニティの創生でもあ

る。多世代が魅力を感じ集まる場所があってこそ新たなコミュニティが

生まれる。ユソーレ相武台ではミスト岩盤浴という公社で初めての取り

組みも行ったが、これはある意味で現代版の銭湯である。ここに１週間

に一度はやってきて岩盤浴で体温を上げ、テラスや芝生で寛ぐところか

ら新たなコミュニティが形成できるのではないか、そういう思いで設置

したものである。この施設についてはオープンして間もないことから今

後のソフトの充実が待たれるところである。

ハ） 二宮団地の取り組み

  団地の概要などは前述したのでここでは省略するが、二宮団地の取り組

みの特徴は、人口が減少している地域に立地している団地の取り組みとい

う点である。公社住宅の空き家率がすでに 40 パーセントを超えていた平成

28 年度から団地再編プロジェクトを始めた。まずは公社住宅の空き家を埋

めることが最大のテーマであった。二宮町のまちづくりにインパクトを与

えるためにもそれが期待されていた。

これまでの経験からこの地域では通常の募集の仕方では新規入居者が集

まらないと考えられた。しかも 50 年前の住戸は２DK と言いながら約 37 ㎡

の広さしかなく、洗濯機置き場がないということも周りの住民には知れ渡

っていた。耐震改修なども必要なことから賃貸住宅の規模を圧縮し、投資

額と管理コストの低減を考えた。いわゆる「減築」である。だがこれだけ

では一時的に入居率が回復するとしても長期に持続するのは難しいことは

他の団地の経験からもわかっていた。

そこで新規入居者を集めるためにまずは住戸のリノベーションが必要

であった。しかもすでに小子高齢社会になっている団地においては、リノ
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ベーションだけでは若い人たちは集まらない。むしろ若い人たちに訴求力

のある団地の概念に作り変える必要があった。

そのコンセプトが「里山団地」「ほしい暮らしをみんなでつくる」「暮ら

し方リノベーション」である。通常のサラリーマンのように東京や横浜方

面に毎日通勤しなくても良い人たち、二宮団地に暮らして生活を楽しみな

がら仕事をできる人たちを集めることを目指した。もちろんリタイアして

元気な高齢者が集まることも想定していた。

さらに二宮町という場所で団地再生を行う場合には、ローカルな価値を

反映することが必要と考えられた。

□公社のセレクト・リノベーション

まず取り組んだのは公社が住戸のリノベーションを行って家賃の値上

げで回収するセレクト・リノベーションである。この場合に通常の公社の

改修事業の進め方と異なる取り組みも行った。それは小田原杉という地域

の木材を活用すること、製材業をはじめとする地域の職人ネットワークと

の連携である。具体的には小田原地区木材業協同組合と連携して小田原杉

の無垢のフローリングやキッチンセットなどを開発した。

これは里山団地というコンセプトを表現する手段として地産地消型の

リノベーションと呼んでいたが、予想通りかなり評判が良かった。この小

田原杉タイプを含め幅広いニーズに応えるため 11 のタイプを用意した。

写真 14 セレクト・リノベーションの内観）（公社撮影）
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□入居者によるセルフ・リノベーション

これは最近の DIY ブームなどを反映して、自分でリノベーションした

い人向けに用意したもので、「お手軽リノベ」と「しっかりリノベ」の２

つのタイプを用意した。お手軽リノベは、フローリングを自分で貼ると

いった比較的簡単に行えるものである。しっかりリノベは大工仕事など

に自信のある DIY 高級者向けのものである。この場合には公社が従来の

内装を解体し、排水工事などの基礎工事を行って、その後の仕上げは入

居者に任せる方式である。どちらの場合も転居時には工事部分の財産権

は放棄してもらう契約になっている。

  写真 15 セルフ・リノベーションの内観（公社撮影）

お手軽リノベ          しっかりリノベ

□コミュナル・ダイニングの整備

住戸のリノベーションと合わせて商店街の空き店舗をコミュニティ形成

のための施設「コミュナル・ダイニング」としてリノベーションすること

とした。コミュナル・ダイニングは食をテーマとする施設で１階、２階に

それぞれ簡単な厨房を整備し、食事をしながらの会合などに活用すること

を目的としている。リノベーションの工事にあたっては内装の解体から新

規入居者や公社の職員も手伝ってほとんどの工事を DIY で行うなど、リノ

ベーション自体を参加型で行った。
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この施設は様々なイベントの会場として貸し出すほか、公社でも月１回、

高齢者向けに「歌声ダイニング」を開催、また移住者と地域や公社職員の交

流の場として見学者の団地ツアーと同日開催の「お食事会議」（一品持ち寄

り）を開催するなど、コミュニティを形成する場所として活用している。

写真 16 コミュナル・ダイニングの外観・内観（公社撮影）

  

□音楽祭の開催

二宮町には人口規模のわりに500人規模と大きなラディアンというホー

ルがあり、住民も合唱団などを結成して音楽活動が盛んである。公社もプ

ロジェクト開始当初から団地の近隣にある古民家でのコンサートやホー

ルを活用した「二宮こども音楽祭」を開催してきた。古民家でのコンサー

トは里山ウォークや BBQ とも兼ねて気候の良い５月に行うため、毎年古民

家では収容できないほどの参加者が集まっている。
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写真 17 古民家コンサートの風景（公社撮影）

写真 18 二宮こども音楽祭の風景（公社撮影）

□菜園・水田・竹林の整備

二宮団地では里山団地のコンセプトを生かして団地内に菜園を設置した

り、団地の周辺に公社が所有する水田・竹林を活用したイベントも開催し

ている。５月の田植え、６月の竹林整備と筍とり、10 月の稲刈りなどのイ

ベントには東京、横浜方面からの人たちも大勢参加している。

写真 19 田植え、竹林整備の風景（公社撮影）
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□暮らし方リノベーターのブログによる発信

二宮団地では新しく入居してくれた若い人数人に「暮らし方リノベータ

ー」という名称で団地暮らしや地域の魅力をブログで発信してもらってい

る。ブログは二宮団地のホームページに掲載され、これが新規に移住を考

える人たちへの吸引力にもなっている。こうした SNS などを使った発信が

ミレニアル世代向けに効果をあげてきている。

写真 20 暮らし方リノベーターのメンバー（公社撮影）

   

(二宮団地の HP  https://www.nino-satoyama.com)

□アグリサポーター制度

二宮団地の移住者には団地に住んで農業をやりたいという移住希望者

もいることから、団地に住み団地の共同菜園や水田の管理、農業体験イ

ベントの開催などに協力していただける方をアグリサポーターとして募

集した。応募の中から５名が選定され、団地に住んで周辺の農地を借り

て営農する傍ら、子供たちを集めた芋掘りとか様々な農業イベントに活

躍してくれている。

  写真 21 アグリサポーターと子供たちの活動風景（公社撮影）
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□二宮団地の取り組みのまとめ

再編プロジェクトの取り組みは個々には小さな事業であるが、これら

を積み重ねることで住民に浸透し、ミレニアル世代を中心に盛り上がり

が見られる。最近はそれに高齢者も加わり面白いコミュニティが形成さ

れ始めている。

また、横浜若葉台団地や相武台団地とは異なり、小田原杉など地域資

源の活用や地域職人ネットワークとの連携、アグリサポーターの導入な

ど周辺地域と連携した取り組み、また二宮町、公社、地区住民で結成して

いる協議会と連携した活動など、地域との連携の推進ということも大き

な特徴である。

さらに、コミュナル・ダイニングで行う「お食事会議」などを通じた新

しいコミュニティ形成の試みを通じて地域の若者と移住してきた若者と

の交流が促進され、その成果は二宮団地やその周辺地域で何をやりたい

かというビジョンマップの作成という協働作業にも現れている。

移住してくる若い人たちの中にはアニメ作家、編集者、漫画家、画家な

ど多彩なクリエイターも増えており、ミレニアル世代（子育て予備軍）の

転入とともに、二宮団地の顕著な特徴となっている。

これらを踏まえると、二宮団地については、今後ミレニアル世代など

が活動できるコミュニティ活動の核となる交流拠点施設が必要になって

くると考えられる。
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図 21 二宮団地のビジョンマップ（お食事会議作成資料）

   

⑥ 団地創生ガイドライン

現在、団地再生という名称で様々な施策が実施されているが、住宅の建

て替え、改修などのハード施策を指すものから高齢者支援や子育て支援な

どのソフト施策を指すものまで内容は多岐にわたっている。当初はどの団

地でも対症療法的に必要な施策を実施することになるが、それに留まらず

今後の団地のあり方をもう少し大きな視野で捉えることが重要である。

団地は、昭和 40 年代に集中して建設されたことから、どの団地もほぼ

類似の世代構造やコミュニティ構造を有している。一方、団地はその立地

条件に応じて建設当時から現在まで周辺の街や地域との関係を形成して

おり、団地と周辺地域の変化が相互に影響を及ぼし合っている。例えば、

団地開発に伴って整備されたバス交通などは団地の交通処理だけでなく

周辺地域にも恩恵をもたらしてきた。一方、周辺地域への郊外型サービス

店舗の立地等は、少子高齢化で活力を失った団地商店街の空き店舗化にさ

らに拍車をかけることにつながっている。団地再生は団地内の課題と単純

に捉えることはできない。

これまでのようにともすれば団地内部の課題に焦点を当てた施策やハ

ード重視のイメージの強い「団地再生」施策だけでは将来の課題に対応で

きなくなると考えられる。ここでは公社の取り組みの経過を踏まえて新た

にもう少し広がりのある施策として「団地創生」という用語を使いたい。

すなわち「団地創生」とは従来取り組まれてきた「団地再生」の施策分野

を超えて新たに地方創生などの施策分野と連携するものである。
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公社の取り組みや経験を踏まえて、団地再生から団地創生に至るステッ

プを次のような段階的な取り組みとして整理した。これは公社の実践を通

じての到達点であり、団地の立地条件等による違いもあると思われるが、

かなり水平展開できるものと考えている。

イ）第一段階 セーフティ・ネットとしての団地再生

少子高齢社会の進行が団地の大きな特徴であるが、居住者の高齢化に伴

って必要となる介護施設（デイ・サービス等）の整備や食事サービス、買い

物サービスの提供などが典型的なものである。ハード面に注目すれば、エレ

ベーターの設置や外構のバリアフリー化などがあげられる。これらの施策

は高齢者等向けの生活支援を目的としたセーフティネットとしての意味合

いが強い。課題対応型で団地の将来像まで見据えて行う施策ではないとこ

ろに限界がある。

ロ）第二段階 若年世帯を呼び込み世帯循環を図る団地再生

セーフティネットの段階からさらに少子高齢社会の進行に歯止めをか

けるため、若年世帯を呼び込み団地全体の世帯の循環を取り戻そうとする

団地再生である。住宅のリノベーション、団地商店街への子育て支援施設や

多世代交流施設の整備を図るなど、若年世帯の呼び込みとともに、多世代が

交流し、団地コミュニティの再生を目指す施策である。これまで行われてい

る多くの団地再生の到達目標はここまでのものが多い。

ハ）第三段階 周辺地域との連携の回復を図る団地再生            

団地内部の課題への対応だけでなく、周辺地域との連携の回復あるいは

再構築を目指す団地再生である。例えば、公社の二宮団地においては住宅

のリノベーションに地域の木材資源や職人などを活用するとか、アグリサ

ポーター制度のように、団地に住んで周辺の未利用農地を活用して農業を
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やりたい人たちを支援する制度を展開している。こうした周辺地域とのつ

ながりを意図的にデザインしていくことで従来の団地再生から団地創生へ

の段階に踏み込んでいくことになる。

ニ）第四段階 地域創生と一体的に行う団地再生

団地で行う事業などを通じて地域創生と団地の自立を一体的に実現し

ようとする「団地創生」である。団地は人の住む場所であり、基本的に消

費者のための団地であったが、都心部でも空き家が生じ始めている昨今で

は郊外団地において従来のようなベッドタウンとしての機能を維持する

ことはもはや期待できない。団地は住む場所であるとともに、働く場所に

もなる必要がある。とはいえ、従来のような工場の誘致などを団地で行う

のは現実的な施策ではない。それとは別の戦略が必要になる。地域の発展

や活性化につながる人材を誘致・確保することが重要である。

これはある意味で日本の伝統的な共同体（コミュニティ）が持っていた

個人や家族による家業のようなものを取り戻す作業でもある。商店街の空

き家を活用したコミュニティ・ビジネスの育成などもその一例であるが、

この段階で重要なことは団地だけでなく地域が一体になって施策を展開

することである。このような考え方で構築する新しいコミュニティを「ク

リエイティブ・コミュニティ」と名付ける。

ホ）団地創生の究極の目標としての「クリエイティブ・コミュニティ」

都市経済学者のリチャード・フロリダは「クリエイティブ資本論」など

で、単位人口あたりの芸術家（画家、著述家、音楽家など）の割合をボヘ

ミアン指数と定義し、地域の活性化につながるパラメータとして重視した。

ボヘミアンとは元々チェコのボヘミア地方に居住するロマニー（ジプシー）

に由来し、現在では、社会の習慣に縛られず、芸術などを志して自由に生
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活する人と定義できる。ボヘミアンは環境への美的感覚に優れており、文

化的開放性に対する貢献度が高い。ボヘミアン指数が高い地域では、多様

な背景を持つ人たちが垣根を超えて様々な才能や人的資本を引きつける。

また自立心に富んでいるだけでなく部外者、外国人などに対しても寛容で

ある。こうした様々な理由から、イノベーションや起業家精神を受け入れ

やすく、新たな企業を産み出す可能性が高い。

これはリチャード・フロリダの分析からいえることで日本の創造都市論

などでも重要な理論的バックボーンにしている。とすれば、これは今後の

団地創生の考え方にも適用できるはずである。ちなみに、二宮団地ではミ

レニアル世代の呼び込みにある程度成功しており、様々なクリエイターも

この中には含まれる。このようなクリエイターをセルフ・リノベーション

の主体や団地のブログ発信者として活用している。彼らが中心になって月

１回団地商店街で「お食事会議」という自由な会合を開催しているが、こ

れは団地内外の若者や移り住んできた高齢者などのクリエイティブ・コミ

ュニティづくりに貢献し始めている。

また、二宮団地に移り住んでくれたイラストレーターや建築家等に再編

プロジェクト関連の仕事をお願いしているうちに、その仕事が SNS などで

外部にも発信され、彼らの仕事が増えた事例も珍しくない。逆に彼らのネ

ットワークを通じた発信が新たな移住者を誘引する手立てにもなってい

る。また公社が毎年開催している「二宮こども音楽祭」などもボヘミアン

誘引施策と位置づけることができる。こうした取り組みが地域の新たな合

唱団の設立を促進しているし、音楽愛好家の裾野を広げている。

団地創生の最後の段階には限度というものはないが、「クリエイティブ・

コミュニティ」という目標に近づくための様々な手法を開発していく必要

がある。キーワードはこれからの日本を支えるミレニアル世代の誘致であ

り、彼らの期待に応える環境整備を行うことである。
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5-2 エリアマネジメント組織の検討

① エリアマネジメントの定義など

エリアマネジメントの指針としては、国土交通省土地・水資源局土地政

策課が平成 20 年４月に取りまとめた「エリアマネジメント推進マニュア

ル」がある。このマニュアルでは、エリアマネジメントの定義として、「地

域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための住民・事業

主・地権者等による主体的な取り組み」とされている。

また、その特徴として、「つくることから育てることへ」「行政主導では

なく住民・事業主・地権者等が主体的に取り組むこと」「多くの住民・事

業主・地権者等が関わり合いながら進めること」「一定のエリアを対象に

していること」とされている。

さらに、エリアマネジメントには「地域の将来像・プランの策定と共有」

があげられており、エリアマネジメントを担う組織としては任意団体から

財団や株式会社組織まで幅広いものが想定されている。

② 公社団地の現状

二宮団地においては公社の他に二宮町や団地及び周辺住民が参加する

協議会があるが、この協議会は任意団体であり、音楽祭、各種講座開催な

どソフト主体の事業を実施している。今後の事業展開を考えるとこの組織

は住民との調整組織としては重要であるが、例えば空き家対策でいえば、

啓発事業以外の踏み込んだ事業を行うには十分とはいえない状況である。

国のマニュアルの内容に照らして、公社団地でエリアマネジメントを行

っているといえる唯一の事例は、横浜市旭区にある横浜若葉台団地である。

横浜若葉台団地では、住民の連合自治会組織がしっかりとしており、入居

当初から様々な活動を展開している。また、公社の賃貸住宅、商店街及び

分譲マンションの管理など団地のお世話をする組織として、一般財団法人
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若葉台まちづくりセンターがあり、この組織が公社との連携のもとに様々

な事業や団地住民との調整を行っている。

まちづくりという面では、連合自治会傘下の組織や公社、まちづくりセ

ンターなどが一体となって「未来づくり協議会」を設置し、数年間にわた

り様々な意見交換を行ってきた。その議論の延長として、横浜市の組織や

学識経験者も加えて「横浜若葉台マスタープラン策定委員会」が誕生し、

平成 29 年には「横浜若葉台みらいづくりプラン」が策定された。策定の直

接的な理由としては、横浜若葉台団地には「一団地の住宅施設」という都

市計画が定められており、一部用途の変更を行うための基本計画として必

要になった経緯もあるが、プランの内容はそれに留まらず広範な団地の課

題に対応している。

横浜若葉台みらいづくりプランでは団地の関係者が協働で取り組むべき

課題や施策の方向などが示され、団地内にいくつかの未利用地もあること

から都市計画（一団地の住宅施設）の基本計画として施設整備の指針とな

るものである。横浜若葉台団地は 65 歳以上の高齢者の割合が 50%と高齢化

は進んでいるものの依然として平成 28 年で人口約 15,000 人の団地であ

り、ある意味でエリアマネジメントも団地独自に住民と公社、まちづくり

センターが横浜市などと連携して行える規模である。

③ 二宮団地におけるエリアマネジメント組織のあり方

二宮団地は平成 28 年で人口約 3,800 人であり、住民活動の組織や規模も

横浜若葉台団地のように強力ではない。しかも現在の協議会は団地のエリ

アを越えた小学校区で形成されており、地域の再生を図るために団地の課

題と校区の課題を一体的に解決する取り組みを進める必要がある。前述し

たように、空き家対策などの課題に対応して協議会で行えるのは啓発事業

などのソフト事業に限られているのが現状である。
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そこで、二宮団地においては協議会に加えて地元の金融機関、企業及び

専門家などが地域の課題や創生モデルプランを共有し、コンソーシアムを

形成することによって団地内外の課題に協働して取り組むシステムを整

備することを目指している。このコンソーシアムをエリアマネジメントの

機能を持つ組織として育てることを目指したい。

６ 検討結果の整理

6-1 前提条件及び類似事例の調査

本調査では、二宮団地の商店街における温泉・湯治施設を核とした交流拠

点整備をメインのプロジェクトとして、それと連携する団地内の廃止住棟・

跡地の利活用、戸建空き家住宅の活用や循環居住を促進するリノベーション・

センターのあり方、団地に住んで農業を行う人たちへの支援方策などを検討

し、二宮団地創生モデルプランをまとめた。また、これと並行して公社の実

践を踏まえた団地創生ガイドラインやエリアマネジメント組織のあり方を検

討した。

これらの検討にあたっては、類似事例や先行事例を調査した。温浴施設関

連では、近隣のスーパー銭湯、地方の中規模温浴施設（２施設）、サウナ施設

（６施設）を調査した。リノベーションセンター関連では大阪府枚方市にあ

る枚方信用金庫の「巡リズム」事業などを調査した。団地創生ガイドライン

では東京都の「多摩ニュータウン等大規模住宅団地再生ガイドライン」、兵庫

県の「ニュータウン再生ガイドライン」を参考にした。エリアマネジメント

については、国の「エリアマネジメント推進マニュアル」を参考にした。
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6-2 検討結果の概要

① 二宮団地創生モデルプランの検討

二宮団地のこれまでの３年間半の実績（新規入居者 191 名）の２割を 20 歳

代、30 歳代のミレニアル世代が占めていることに注目し、子育て予備軍であ

る彼らを誘致し団地の世帯循環を図ることを目標と定めた。

そこで、ミレニアル世代の特徴や志向性を分析し、クリエイティブな彼ら

を誘引する象徴的な交流施設を団地商店街の再開発で整備し、これとシナジ

ー効果を持つ形で廃止住棟・跡地や戸建空き家、未利用農地などを有効活用

するとともに、周辺の里山や里海で行われる様々なアクティビティをも取り

込む創生モデルプラン「ウェルネス・カルチャー・コミュニティで作るクリ

エイティブタウン」を策定した。

② 温泉・湯治を核とする交流拠点整備事業

温浴施設の事例調査、特に中規模温浴施設の事業者ヒアリングやサウンデ

ィング、商圏調査などからサウナを兼ね備えた中規模温浴施設を採用するこ

ととし、これと合わせてウェルネス関連（農、食、フィットネス関連等）の

インキュベート施設、文化活動、コミュニティ活動の拠点となる交流拠点の

基本計画を策定した。

基本計画に基づき、事業費の概算、収支試算、事業スキーム・システムの

検討などを行った。事業費、収支試算については、調査した中規模温浴施設

の事業者の協力のもとにやや厳しめに条件を設定して行った。１年目から営

業利益が出る試算となったが、これについては今後さらに厳密な試算が必要

である。

公民連携の事業スキーム・システムとしては、「公設＋長期包括委託方式」、

「民設民営（BOO）方式 (公社が目的会社に出資)」、「民設民営（BOO）方式

（民間のみ）」の３方式を比較検討し、公社への利益還元とノウハウ蓄積、団
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地の活性化事業への貢献、民間事業者の参加が得やすくなることなどを考慮

して「民設民営（BOO）方式 (公社が目的会社に出資)」を採用した。

③ 廃止住棟・跡地の利活用

二宮団地には二宮団地再編プロジェクトにより発生した廃止住棟・跡地が

10 箇所存在する。この廃止住棟・跡地の利活用は今後の二宮団地創生モデル

プランの実現に向けて重要な資源である。そこで、公社が利活用する廃止住

棟・跡地を除いて、二宮団地の事業に協力してもらったことのある民間事業

者の YADOKARI 株式会社及び「逆プロポーザル方式」等の立案者でもあり、公

共用地の再生に実績のある公共 R 不動産の２社から、利用目的等の条件を付

けずに自由な事業提案をしてもらった。また、地元の社会福祉法人と現在公

社が協議中の構想についても整理した。

その結果、「タイニーハウスステーション」、「Public Community

Bathhouse」「小規模多機能型居宅介護＋住宅型有料老人ホーム」という３つ

の提案が得られた。

④ 公民連携によるリノベーション・センターの検討

リノベーション・センターの目的は、公社の賃貸住宅に入居してきたミレ

ニアル世代などが子育てなどを契機に戸建空き家住宅をリノベーションして

移り住むこと、また空き家の所有者が宿泊施設等に利活用することを支援す

ることである。そのためには、地域の空き家がスムーズにこうした世代など

に継承されていく流通のシステムと、所有者が行うリノベーションを支援す

るシステムの２つが必要と考えている。

前者については、枚方信用金庫の「巡リズム事業」を参考に協議会、地元

金融機関、自治体、公社、関連企業及び専門家などがコンソーシアムを形成

すること、また、後者については、長野県諏訪市にある「リビルディング・

センター・ジャパン」を参考に公社の廃止住棟の一部に地域建物の古材等を

集積し、居住者の DIY などを支援する施設として整備することとした。
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⑤ 団地で農業暮らし支援事業

公社では平成 31 年度から公社団地に住んで農業暮らしを行うアグリサポ

ーターを支援しているが、新規就農者については、農地の整備、農業技術の

習得、農産物の収穫までに時間を要することから収益の確保に課題がある。

また近年鳥獣被害や気候変動などにより農業の持続性にも大きな影響が現れ

てきた。こうした課題に対応するために、アグリテクノロジーを活用した農

業の高収益モデルの事例（アイメック農法等）を調査し、導入可能性につい

て検討した。

⑥ 団地創生ガイドライン

団地創生ガイドラインについては、先行事例も参考にしながら、公社の実

践事例を踏まえて、団地再生を「第一段階 セーフティ・ネットとしての団

地再生」、「第二段階 若年世帯を呼び込み世帯循環を図る団地再生」、「第三

段階 周辺地域との連携の回復を図る団地再生」、「第四段階 地域創生と一

体的に行う団地再生」の４段階に分け、究極の目標を二宮団地創生モデルプ

ランでも掲げた「消費者のための団地」から「作り手のための団地」に転換

する「クリエイティブ・コミュニティ」としてまとめた。

⑦ エリアマネジメント組織の検討

国のエリアマネジメント推進マニュアルと公社の横浜若葉台団地の事例を

もとに検討し、二宮団地においては、組織を団地内だけで作るのではなく、

現在の協議会がそうであるように、団地のエリアを越えた関係者のコンソー

シアムとして形成することを目指すこととした。
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７ 今後の検討課題と事業化スケジュール

7-1 今後の検討課題

今後の検討課題としては次のようなことが挙げられる。

「二宮団地創生モデルプラン」については、今後の団地創生に大きな役

割を占めるミレニアル世代の誘致を目標に、彼らの特徴や志向性の分析、

「お食事会議」の場を通じた移住者の意向把握をもとにまとめたが、今後

さらに彼らを誘致する中でその希望する暮らし方などを継続的に調査す

る必要がある。

「温泉・湯治を核とした交流拠点整備事業」については、ミレニアル世

代等の求める機能等をさらに把握し、施設の内容や事業性を検証していく

ことが必要である。今回の調査では民間事業者の参加に関するサウンディ

ングは中規模温浴施設の事業者２社にとどまっており、事業スキームの実

現に必要な目的会社への出資事業者などはまだ見つかっていない。金融機

関についても同様である。従って、令和２年度は事業化のさらなる検討を

行い、事業主体である特別目的会社（SPC）の設立に向けた検討を進めてい

く必要がある。

「廃止住棟・跡地の利活用」については今回３つの提案が得られたが具

体的な計画とまでは言えず、今後交流拠点の検討と合わせて引き続き提案

者と協議を進めるとともに、新たな事業提案も検討する必要がある。

「公民連携によるリノベーション・センター」につては、地元金融機関

等とのコンソーシアム形成に向けた協議を始めたばかりであり、今後メン

バー構成や関係者の役割分担などについて具体的な検討が必要である。

「団地で農業暮らし支援事業」については、当初想定していた農業収入

を高めるためのアグリテクノロジーを活用した高収益型農業は、初期投資
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が大きいこと、ブランドイメージを高めるための広報戦略などが必要であ

ることなどから、農業をやり始めた人がすぐに取り組めるものではないこ

とがわかった。したがって、現在二宮団地に住んで農業活動をしているア

グリサポーターや今後農業志望で移住してくる人への支援や、彼らの農産

物の６次産品化を支援する加工施設の整備などを優先的に検討する必要

がある。

「団地創生のガイドライン」については、公社の団地再生の実践を踏ま

えて４つの段階に区分してまとめたが、団地再生は必ずしもこの順番通り

に取り組むことを意味しない。公社の実践事例と合わせて内容などを汲み

取ってもらい、個々の団地の置かれた条件、住民の活動状況などに応じて

具体的な取り組みを検討してもらいたい。公社としては自らの実践を振り

かえってまとめることで、今後の他の団地への水平展開を考える基礎がで

きたと考えている。

「エリアマネジメント組織の検討」については、横浜若葉台団地の事例

を想定して検討したが、二宮団地とは人口規模も住民活動の規模も大きく

異なる。二宮団地においては、空き家住宅の活用などを支援するリノベー

ション・センターの検討で描き出した関係機関等によるコンソーシアムが

エリアマネジメントも行うことが適切ではないかと結論づけた。しかし、

コンソーシアムの形成については地元金融機関等と協議を始めたばかり

であり、今後さらに組織のあり方などについて検討していく必要がある。



92

7-2 今後のスケジュール

今後のスケジュールについては、二宮団地創生モデルプランの核となる交

流拠点の整備スケジュールが基本になる。これに合わせて、廃止住棟・跡地

の利活用、リノベーション・センター構築などのスケジュールを調整してい

く。事業化の課題はすでに述べたが、課題を解決しながら、現時点での予定

としては、概ね次のような５箇年のスケジュールを考えている。

表 13 今後のスケジュール

令和２年度 本調査をもとに事業性のさらなる検討

令和３年度 実施の判断、公表、共同出資者などの選定

令和４年度 既存店舗の補償、基本設計・実施設計

令和５年度 解体工事・建設工事

令和６年度 施設の供用開始


